
　　

2019年 3月31日 現在

（単位：千円）

科　　　　　　目 金　　額 科　　　　　　目 金　　額

( 資  産　の　部 ) （　負　債　の　部　）

流　動　資　産 23,067,479 流　動　負　債 8,885,766 

1,621,780 買 掛 金 6,063,634 

6,910,309 未 払 金 1,510,916 

2,821,462 未 払 消 費 税 等 149,348 

1,388,158 未 払 費 用 193,975 

6,438 未 払 法 人 税 等 203,326 

48,353 前 受 収 益 698,319 

16,076 預 り 金 59,801 

312,348 そ の 他 の 流 動 負 債 6,445 

9,882,861 固　定　負　債 3,008,168 

63,638 退 職 給 付 引 当 金 2,283,419 

△3,948 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 17,962 

固　定　資　産 5,070,632 ポ イ ン ト サ ー ビ ス 引 当 金 58,463 

   有　形　固　定　資　産 1,092,369 資 産 除 去 債 務 24,197 

   172,134 そ の 他 の 固 定 負 債 624,125 

905,267 負　　債　　合　　計 11,893,935 

14,967 （　純 資 産　の　部　）

   無　形　固　定　資　産 2,088,598 株 主 資 本 16,244,177 

2,005,807   7,184,916 

82,503   　 5,000,010 

288 資 本 準 備 金 5,000,010 

   投 資 そ の 他 の 資 産 1,889,664 　 4,059,249 

89,747     4,059,249 

238,024 繰 越 利 益 剰 余 金 4,059,249 

27,584 

26,458 

1,065,549 

442,300 

570 

△570 純　資　産　合　計 16,244,177 

資　　産　　合　　計 28,138,112 負　債　・　純　資　産　合　計 28,138,112 

（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

貸 倒 引 当 金

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定

敷 金 保 証 金

そ の 他 の 投 資 及 び そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

前 払 年 金 費 用

長 期 前 払 費 用

関 係 会 社 株 式

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア

現 金 及 び 預 金

未 収 入 金

前 払 費 用

　貸　　借　　対　　照　　表　

建 設 仮 勘 定

前 渡 金

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

建 物

工 具 ､ 器 具 及 び 備 品

預 け 金

商 品

未 成 工 事 支 出 金

売 掛 金

コ ン テ ン ツ

利 益 剰 余 金
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　損　　益　　計　　算　　書　
2018年 4月 1日から
2019年 3月31日まで

（単位：千円）

科　　　　　目 金　　　　額

41,076,798 

35,744,230 

売 上 総 利 益 5,332,567 

4,186,362 

営 業 利 益 1,146,205 

受 取 利 息 1,082 

物 件 貸 付 料 2,554 

雑 収 入 1,827 5,464 

支 払 利 息 3 

雑 支 出 8,990 8,993 

経 常 利 益 1,142,676 

減 損 損 失 144,051 144,051 

998,624 

206,371 

△40,423 165,947 

832,677 

（注） 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

売 上 高

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額
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重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式 移動平均法による原価法

投資有価証券 時価のないもの   移動平均法による原価法

2．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

デリバティブ 時価法

3．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品 先入先出法による原価法

コンテンツ 個別法による原価法

未成工事支出金 個別法による原価法

貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定

4．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

    定額法を採用しております。

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

　　定額法を採用しております。

　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年以内）に基づく定額法によっております。

（3）リース資産

　①有形リース資産

　 　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額は零または残

　 　価保証額とする定額法によっております。

　②無形リース資産

 　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額は零または残価保証額とする定額法によっております。

5．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

　に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2)退職給付引当金

　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法として、給付算定式基準に

　　　よっております。

　②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　  　　数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、翌期より費用処理

　  　しております。

　  　　過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数による定額法により、発生時より費用処理

　  　しております。

個別注記表

 2018年 4月  1日から

 2019年 3月31日まで
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(3)役員退職慰労引当金　

　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(4)ポイントサービス引当金

　　「gooポイントサービス」の将来の使用による費用負担に備えるため、翌事業年度以降に使用されると見込まれるポイントに

　対する所要額を計上しております。

6．収益及び費用の計上基準

　　請負工事にかかる収益の計上基準については、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事に

　ついては工事進行基準を適用し、その他の工事については工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する

　工事の進捗度の見積は、原価比例法によっております。 

7．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(１)ヘッジ会計の処理

　　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理によっております。

(2)消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

未適用の会計基準等に関する注記

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年3月30日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年3月30日）

(1) 概要

　　収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを適用し認識されます。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する

(2) 適用予定日

　　2022年3月期の期首から適用予定であります。

(3) 当該会計基準等の適用による影響

　　影響額は、計算書類の作成時において評価中であります。

表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正の適用に伴う変更」

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）を当事業年度から適用し、繰延税金資産は

投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。
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貸借対照表に関する注記

1．有形固定資産の減価償却累計額 千円

減価償却累計額には、減損損失累計額を含めております。

2．関係会社に対する金銭債権・債務

短期金銭債権 千円

短期金銭債務 千円

損益計算書に関する注記

1.関係会社との取引高

営業取引

売上高 千円

営業費用 千円

営業取引以外の取引 千円

2.減損損失

当事業年度において以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

（単位：千円）

資産のグルーピングは、内部管理上採用している事業区分を基礎として行っております。上記の事業用資産については、

回収可能額を使用価値をもとに算定しておりますが、他事業への転用計画もなく回収可能性がないことから全額を減損損失

として計上しております。

株主資本等変動計算書に関する注記

当期末における発行済株式数

合計 - - 144,051

普通株式　812,236株

減損損失

本社
（東京都港区芝浦）

事業用資産
工具、器具及び備品 6,402

ソフトウェア 137,648

17,930,337

2,146,577

2,626

場所 用途 資産の種類

1,037,879

3,131,942

575,555
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税効果会計に関する注記

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

繰延税金資産

繰越欠損金 千円

退職給付引当金 千円

関係会社株式 千円

固定資産 千円

未払費用 千円

一括償却資産 千円

未払事業税 千円

ポイントサービス引当金 千円

その他 千円

繰延税金資産　　　 小計 千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 千円

一時差異等の合計に係る評価性引当額 千円

繰延税金資産 合計 千円

繰延税金負債

前払年金費用 千円

その他 千円

繰延税金負債 合計 千円

繰延税金資産の純額 合計 千円

2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの主な原因

  当期における法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因は、主に繰越欠損金及び評価性引当額

の増減による影響であります。

金融商品に関する注記

1．金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については安定的かつ最も低コストな資金調達手段の

確保に努めるとともに、機動的・弾力的な資金調達を行うこととしております。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するた

めに先物為替予約取引等を利用しておりますが、投機的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスクならびにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、内規に従い、取引先ごとの期日管

理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としております。

　営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、その一部には外貨建てのものが

あり、為替の変動リスクに晒されておりますが、内規に従い、一定金額以上の外貨建て取引については為替予約取引等をヘッジ

手段として利用しております。ヘッジの有効性の評価方法については、個別取引毎に時価を算定の上、検証しております。

　営業債務は、流動性リスクに晒されておりますが、当社では月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

△ 8,102

△ 5,960

△ 14,063

1,065,549

17,903

26,644

1,715,542

△ 167,365

△ 468,563

1,079,613

699,274

447,562

73,346

59,403

31,759

26,426

333,222
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2．金融商品の時価等に関する事項

2019年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

なお、時価を把握する事が極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（単位：千円）

(1) 現金及び預金

(2) 売掛金

(0) 貸倒引当金

(0) 売掛金　（純額）

(3) 未収入金

(4) 預け金

(5) 破産更生債権等　(*1)

(0) 貸倒引当金

(0) 破産更生債権等　（純額）

(1) 買掛金

(2) 未払金

(3) 未払法人税等

(4) 預り金

（*1）破産更生債権等は貸借対照表のその他の投資及びその他資産に含まれております。

（注1) 　金融商品の時価の算定方法に関する事項

 資産

(1) 現金及び預金、(2)売掛金、(3) 未収入金、(4)預け金

　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(5)破産更生債権等

破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における貸借対

照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としております。

 負債

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3)未払法人税等、(4)預り金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(注2) 　時価を把握する事が極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

非上場株式

関係会社株式

敷金保証金

　これらについては、市場価額がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もる事ができず、時価を把握する事が極めて困難

と認められるため時価は注記しておりません。

区分 貸借対照表計上額

89,747

238,024

442,300

負債計 7,837,678 7,837,678 -

59,801 59,801 -

203,326 203,326 -

1,510,916 1,510,916 -

6,063,634 6,063,634 -

資産計 21,232,465 21,232,465 -

- - -

△ 570

570

9,882,861 9,882,861 -

2,821,462 2,821,462 -

6,906,360 6,906,360 -

△ 3,948

6,910,309

差額

1,621,780 1,621,780 -

貸借対照表計上額 時価
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関連当事者との取引に関する注記

1．親会社及び法人主要株主

　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注） 市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

2．子会社及び兄弟会社等

　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

　取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）　NTTグループにおけるCMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による余剰資金の預入であります。資金の預入れの取引金額

については、預け金の平均残高を記載しております。

（注2）　余剰資金の預入に伴う利息については、市場金利を考慮して利率を合理的に決定しております。

（注3）　NTTグループ会社間における取引の請求・支払に係る資金ネッティング（相殺）であります。

（注4）　市場価格を勘案し一般的取引条件と同様に決定しております。

1,797,026㈱NTTアド ― 業務の受託
インターネット広告

関連業務等受託(注4)
4,006,533 売掛金

余剰資金の預入に伴う
受取利息(注2)

1,082 - -

NTTグループ会社間
取引の資金決済

NTTグループ会社間
取引の資金決済(注3)

11,289,105 未収入金 2,725,788

科目
期末残高
（千円）

親会社の
子会社

NTTファイナンス㈱ ―

余剰資金の預入等

余剰資金の預入(注1) 9,842,526 預け金 9,882,861

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
取引金額
（千円）

6,942,528

売掛金 332,647

前受収益 520,706

その他の
固定負債

511,345

その他の
関係会社

㈱NTTドコモ
被所有

直接33.33%
業務の受託

ＡＳＰサービス等
の提供(注)

2,702,078

未払金 198,423

前受収益 85,872

その他の
固定負債

82,274

取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

親会社
エヌ・ティ・ティ・

コミュニケーションズ㈱
被所有

直接66.67%
業務の受託

ＯＣＮ関連
業務等受託(注)

10,060,630

売掛金

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者との関係 取引の内容
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１株当たりの情報に関する注記

1．１株当たり純資産額

2．１株当たり当期純利益

その他の注記

1.資産除去債務に関する注記

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

(1)当該資産除去債務の概要

　　当社は、事務所等の不動産賃貸借契約を締結しており、賃貸期間終了による原状回復義務に関し資産除去債務を計上して

　おります。

(2)当該資産除去債務の金額の算定方法

　　使用見込期間を取得から18年と見積り、割引率は1.0％を使用して資産除去債務の金額を計上しております。

(3)当該事業年度における資産除去債務の総額の増減

　　期首残高 千円

　　時の経過による調整額 千円

　　期末残高 千円

239

24,197

19,999円33銭

1,025円17銭

23,957
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